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1． はじめに   

国土庁では、地域の地価動向を迅速かっ的確に把捉し、各般の土地対策の機動的  

な発動に資するため短期地価動向調査を実施している。また、（柳土地総合研究所で  

は、迅速かつ的確な地価情報を提供し、各般の施策の参考に資するために四半期毎  

の地価の変動及び推移を示す、四半期別地価動向指数を公表している。これらの資  

料を基に、平成7年の地価の動きについて述べたい。  

2．概況について   

平成7年一年間の地価は、大都市圏において、住宅地は桟ばい又は下落、商業地  

は引き続き下落した。地方圏においては、住宅地はほぼ桟ばい、商業地は下落であ  

った。  

3．地域別概況について（蓑1参照）  

（1）東京圏   

① 東京都では、年間を通じ多摩地域の住宅地を除いた全地域で下落した。特に  

区部中心部では、住宅地、商業地共に下落幅が大きかった。   

② 神奈川県では、年間を通じ住宅地ははぼ横ばい、商業地は全地域で下落した。   

③ 埼玉県では、住宅地は年の後半に下落傾向が強まり、商業地は年間を通じて  

下落した。   

④ 千葉県では、年間を通じ全地域で下落した。特に千葉市の商業地の下落幅が  

大きかった。  

（2）大阪圏   

① 大阪府では、大半の地点で下落した。特に大阪市の商業地で下落幅が大きか  

った。   

② 兵庫県では、大震災の影響で1－3月期には大きく下落したが、その後の下  

落幅は縮小した。   

③ 京都府及び奈良県では、全地域で下落または横ばいであった。  

（3）名古屋圏  

名古屋市では、年間を通じ全地域で下落となった。特に名古屋市の商業地の下   
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落幅が大きかった。  

（4）地方圏   

① ブロック中心都市（札幌市、仙台市、広島市、福岡市）では、全地域で下落  

または横ばいであった。特に札幌市の商業地の下落幅が大きかった。   

② 三大困（東京圏、大阪圏、名古屋圏）の周辺都市では、年間を通じて全地域  

で横ばい又は下落であった。   

③ その他の地方都市では、若干の上昇傾向を示した都市もあるが、概ね横ばい  

又は下落傾向で推移した。  

4．圏域別地価変動率について（衰2参照）  

（1）東京圏   

東京圏の住宅地の下落率は四半期で0．8 ～1．7 ％で推移し、平成6年後半から7  

年始めにかけての下落率の縮小傾向は続かなかった。   

商業地の下落率も前年を上回り、四半期で平均4．5 ％（年率換算して18％）程度  

の下落率で推移した。特に東京都区部では四半期で平均6％（年率換算して24％）  

近い大幅な下落を示した。  

（2）大阪圏   

大阪圏の住宅地の下落率は四半期で0．9 ～1．3 ％で推移し、前年の下落率を上回  

った。   

商業地は依然として下落しており、四半期では平均4％（年率換算して16％程度  

％程度の下落率で推移した。特に大阪市では四半期で平均5．5 ％（年率換算して22  

％程度の大幅な下落を示した。  

（3）名古屋圏   

名古屋圏の住宅地の下落率は四半期で0．8 ～1．0 ％で推移している。   

商業地の下落率は、四半期で平均3％台前半であった。  

（4）地方圏   

地方圏の住宅地の下落率は四半期で0．2 ～0．5 ％で推移している。ブロック中心  

都市の住宅地では、やや下落率が大きくなっている。   

商業地の下落率は四半期で2％前後で推移している。ブロック中心都市の住宅地  

では、やや下落率が大きくなっている。  

5．地価の傾向別地点敢内訳（表3参照）   

本項は、短期地価動向調査の調査地点の内、東京圏と大阪圏の地点毎の変動の状  

況をまとめたものである。  

（1）東京圏（住宅地186地点、商業地123地点）   

東京圏の住宅地では、下落。やや下落が増え、全体の約70％を占めるようにな   
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った。   

商業地では、下落が全体の約70％を占め、厳しい状態が続いた。  

（2）大阪圏（住宅地96地点、商業地87地点）   

大阪圏の住宅地では、下落。やや下落が増え、全体の約60％を占めるようにな  

った。   

商業地では、下落が全体の過半数を占め、厳しい状態が続いた。  

6．平成7年1年間の地価の動きについて（表2参照）  

① 平成7年は、大都市圏の住宅地の地価は、4－6月期にやや下落率を拡大し、   

その後も下落傾向が続いた。  

地方圏の住宅地はほぼ横ばいであり、地域によっては需給関係から若干上昇気   

味の所もある。  

商業地は、平成6年に引き続き大都市圏を中心に大きく下げた。  

② 住宅地を見る材料としては、平成7年は、平成6年に引き続いて→次取得者向   

け新築マンションの売れ行きが好調に推移したことがあげられる。東京圏。大阪   

圏の供給戸数、それに対する契約率は高水準であった。  

これは、品質・時間。距離等を考慮したマンション価格の値下がり傾向及び低   

金利が続いたことによるものであるが、金利、消費税の引き上げ、所得の伸びの   

鈍化等が住宅の購入意欲に水をさす恐れがあり、住宅地価格の下げ止まりを確認   

するのは慎重を要するであろう。  

商業地については、平成7年も下げ続けた。オフィスの空室率の拡大、賃料の   

低下傾向に歯止めがかかり、実需がある一等地については底値圏に近づきっっあ   

ると判断されるが、その他の商業地については調整局面が続くであろう。  

て づか  じ ゅ ん い ち  

土地総合研究所調査役   
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蓋1  

地 域 別 短 期′地 価 動 向  
（平成 7 年度）  

4月  7月  10月  1月   4月  7月  川月  1 

地 域   対象市区町名  地 域   対象市区町名  

＊東京圏  都島、弧生空気旭、頗、  
東宗都  阿f讃乳鶴見、住吉、離吉、  
区部中心耶  ▲  敵性之江、平野  

渋谷、嗣乱ヰ野、  ▲   

南部  
区削南西邪  △  貝塚、岸奉［田、7稲晩熊取   

世田谷、杉並  ▲   △   

区部北部  北部  △  △  △  
帯‡l、文京、台東   ▲  ▲  ▲  ▲  門真、葵木  ▲                       ▲  ▲  ▲  

区那北弱邪  東部  △  
葛師、江戸川   ▲  ▲  ▲  ▲  ノ偲司5撰野、甑  

藤井寺  △   △  △  △  
多摩地域   

立川、ヨ蚤、府中、調布、   △  ▲   
苛鼠あきる野  神戸市  △  △  △  
東村山、栗太和  ▲  ▲  ▲   ▲＋  

阪神地域  ▲  △  
神奈川県  ▲  △   △   

横浜市  
磯子＼金穴、敵  手桶技  
戸塚、栄、泉、緑、  地域   △  △  △  △  
鶴見、濯北∴青葉   

京誹桁  △  
川崎市  京郡市  

須肇、宮前、牡   △  △  △  △－  東止南、伏見、山科   △   ▲   

その他   その他   △  
桟堪乳  
藤沢   

△  △  ▲  ▲  

奈良   nnn 
埼遷県  △  △   ▲   
東京近  
接地域  ▲   ▲   nnn 

△  
その他   △  △  

捌或㈲用計（11）   

千禦県  △  

千葉市  ▲   △  
名古屋市  

東京近   △  △  △  △   熱田、瑚＝、港、南、  ▲  
接地域  ▲  ▲  ▲  ▲＋  東、西、中軋中  

その他   その他   
知多、常骨   △  △  △  △   

匹旧市市  四日市   ▲  
＊大阪圏  

〈相妙  東宗匠地域㈹計（13）       三重県              爛符 大阪市  北、福島、西、天王寺、 浅鼠中央、 此花∴倦、大正、西矧l、 乗矧l、淀川  △ ▲  △ ▲  △△ ▲▲        名古層童地域部刊計（3）           三相剰域那覇計（27）   ：やや上昇 ：横ばい ：やや下落  
▲： 卜 請   
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4月  7月  10月  1月   4月  7月  10月  1月  

地 域   対象市区町名  地 域   対象市区町名  

＊三相蔓以  瑚県  つくば  
夕匿）郡市  

ブロック  水戸   
中L都市  △  △  △  △   

北掩道  札幌   △  栃根  宇郡百   
▲                   ▲   ▲   ▲  △  △  △  △   

宮城果  仙台   n-- 小山  
△   ▲  △  ▲  

広笥累  広島   △  
▲   

高崎   
▲  ▲  ▲  ▲  △  △  △  △   

その他地方  千欒具  茂原  △  

北海道  函館   △  
新潟具  新潟   

▲  ▲  ▲  ▲  △  △  △  △  

千歳  長岡  

稽広  上越  

北見   鼠」」具  冨山   △  
△   

葡県  喜森  福岡崇  福岡                      都市                                                                                                ＋               △ ▲  △ ▲  ▲           十  石71提  金沢  △  △  △  △   八戸  ＋    △  △   ノ」、松           弘前          福井県  福井      △  ∠＼   
岩手県  盛岡   山梨崇  甲再   △  

△  △  △  △  △  △   △   

秋田県  秋田   長野県  長野  
△  △  △  △  

しL形県  LL形  上田  
△  

酒］］   mト  ＋  十  ＋  岐早県  岐阜   △  

△．   

f  福島  

△  △  ▲  ▲  

郡山  前岡  △  △ ▲  △ ▲  △ ▲              三島    △                  富士        ▲  
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4月  4月  7月  10月  1月  

地 域   対象市区町名  地 域   対象市区町名  

静岡県  浜松   △  
▲   △  △  △  ▲   

労［県  豊橋   長崎具  長崎  
▲  ▲  ▲  △  

三重県  津  佐世保  
△   

滋賀県  大津   △  
▲   △  △  △  △   

兵庫具  大分異  大分  
△  △  ▲  ▲  △  △  △  

和歌山県   宮崎県  宮崎  
△  ▲  ▲  ▲  

′執県  鳥取  延岡  

米子  虎児自県  鹿児島   ＋  

△  △   △   

朗県  松江  沖縄県  
△  △  △  ▲   

岡」！具  岡山   △  ≡大恒払夕匠）者肝計 （67）   

▲   

広島崇  福山   地或㈲百村繕計  （94）  
△  ▲  ▲  ▲  

呉   
△  △  △  

Lしロ県  しLロ  

下関  

徳島具  徳島   
△  △  △  △   

香川県  高松   △  
▲   ▲   

愛娘県  松山   
△  △  △  △   

藤［県  蹄＝  
△  

」し心ト1  

注 4月とは1月1日～4月1日、7月とは4月1日～7月1日、10月とは7月1日～10月1日、1月とは10月1日～1月1日をそれぞれしめす。  
「やや上昇」とは1％から3％君紗〕上昇を、「鶴丸＼」とは±1％君臓粒、「やや簡とは1％から3％対敵）下落を、叩泡  

とは3％以上の下商をそれぞれしめす。   
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表  2  

四半期別地価動向指数に基づく四半期地価変動率  

平成7年  

商  業  地  

1／1  4／1  7／1  10／1  1／1  4／1  7／1  10／1  

i   i   i   i   i   i   i   i  

4／1  7／1  10／1  1／1  4／1  7／1  10／1  1／1   

東 京 圏  －0．8   －1．4   －1．1   1．7   3．8   5．4   －4．3   －4．8  

東京都区部  1．7   ：∴7   －1．9   2．1   －5．3   －7．5   5．5   【5．4   

大 阪 圏  －1．2   －1．1   －0．9   －1．3   －4．6   －4．3   －3．5   】3．7  

大 阪 市  －1．3   －2．6   －2．0   －2．2   －5．4   －6．4   【5．5   －5．1   

名古屋圏  －0．8   －0．8   －0．9   1．0   丁3．2   3．2   m3．3   2．8  

名 古 屋 市  ¶1．5   －1．6   －1．5   】1．6   －3．8   －4．2   【4．3   －4．4   

地 方 圏  －0．2   0．4   －0．3   －0．5   ，・・・■1．6   －2．4   【2．0   －2．4  

邦ック中心都市  1．5   －0．9   mO．7   －0．8   －2．4   3．4   －3．2   －3．4   

（注）1．東京圏、大阪圏及び名古屋圏（以下「三大圏」という）とは、次の地域をいう。  

東京圏：首都圏整備法による既成市街地及び近郊整備地帯を含む市区町村の区域。  

大阪圏：近畿圏整備法による既成都市区域及び近郊整備区域を含む市町村の区域。  

名古屋圏：中部圏開発整備法による郡市整備区域を含む市町村の区域。  

（以下の表について同じ。）  

2．地方圏とは、三大圏の圏域以外をいい、ブロック中心都市とは、札幌市、仙台市、  

広島市及び福岡市をいう。（以下の衰について同じ。）  

3．小数点第2位以下を四捨五入しているので必ずしも四半期別地価動向指数の数値と  

一致しない。   
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蓋  3  
短期地価動向（地価の傾向別地点数内訳）  

（1）東京圏   

5年4．1  7，1  10．1 6年1．1 4．1  7・1  10・1 7年1．1 4，1   7．1  10．1 8年1．1  

（2）大阪圏  
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資料：国土庁「短期地価動向」  
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